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学校における働き方改革の推進について 
 

 

 

 

 

 

 

１ 改正給特法の概要（働き方改革関係） 

・ 教育委員会に対し、文部科学大臣が定める指針に即して、教員の業務量の適切な管理と健康・福祉を確保するための措置

を実施するための計画の策定・公表、計画の実施状況の公表を義務付ける。 

・ 計画の内容及び実施状況について、総合教育会議への報告を義務付ける。 

２ 本県における対応 

  現行「岩手県教職員働き方改革プラン(2024～2026)」を、国指針に即した内容に改訂し、計画として位置付けたこと。 

  ※令和８年２月に同プランを一部改訂 

  （根拠：国指針） 

 

 

 

 （個別の対応方針） 

給特法・国指針等 本県における対応（改訂内容等） 

（給特法第８条第２項） 

 業務量管理・健康確保措置実施計画においては、次に掲げる事項を定める。  

【改正給特法・国指針等を踏まえた改正点】 

現行プランに「改正給特法に基づく計画であること」

を明記 

①  業務量管理・健康確保措置の実施により達成しようとする目標 

国指針等  

・教育職員の業務量の適切な管理を行う上で、時間外在校等時間に係る目標を設

定すること。 

・職員の心身の健康確保や教職の魅力向上のため、教育職員のワーク・ライフ・バ

ランスや働きがい等に関する目標を、可能な限り、地方公共団体の実情に応じて

設定すること。 

時間外在校等時間及び働きがい等に関する目標は、現行

プランに記載済  
 

【改正給特法・国指針等を踏まえた改正点】 

既存の時間外在校等時間の縮減目標等に加えて、１箇

月時間外在校等時間の平均時間を 25 時間程度とする目

標を追加 

（参考：令和６年度実績 26.7 時間） 

【要旨】 

 県教育委員会では、「岩手県教職員働き方改革プラン(2024～2026)」に基づき、教職員の働き方改革の取組を進めてきたとこ

ろですが、昨年６月に成立した改正給特法により「業務量管理・健康確保措置実施計画」の策定が義務付けられたことを受け、

本プランを改訂し、当該実施計画として位置づけ、教職員の業務負担の軽減や健康確保に向けた取組を強化していくこととし

ましたので、報告します。 

総 合 教 育 会 議 資 料 
令 和 ８ 年 ７ 月 2 1 日 
教育委員会事務局教職員課 

(7) 実施計画の策定等に当たっての留意事項 
 ロ 実施計画の策定に当たっては、業務量管理・健康確保措置に関する事項を記載した既存の計画等があるときは、本指針に即した内容

にしつつ、当該計画等を活用することも考えられるものであること。 

報告事項資料 
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②  業務量管理・健康確保措置の内容（具体的取組） 

国指針等  

・服務監督教育委員会が講ずる業務量管理・健康確保措置のうち、次節に掲げる措

置（業務の３分類、学校業務の適正化等）その他の計画的に推進することが重要と

認められる措置に関する具体的な内容を記載する。 

 

教員の業務見直し、負担軽減のためのスタッフ配置、健

康管理措置などの具体的取組は、現行プランに記載済  

【改正給特法・国指針等を踏まえた改正点】 

現行プランに未記載の新たな取組や拡充する取組を 

追記（学習状況調査のＣＢＴ化、生成ＡＩの活用、教員

採用選考方法の見直し等） 

③  その他業務量管理・健康確保措置の実施に関し必要な事項 

国指針等  

・業務量管理・健康確保措置の実施による目標の達成状況の把握方法など、フォロ

ーアップに関すること。 

・教育委員会内において中心となって総合調整を行う担当部署 など 

 

教員アンケートの実施、プラン推進会議の開催などのフ

ォローアップ事項については、現行プランに記載済  

【改正給特法・国指針等を踏まえた改正点】 

計画の実施状況等の総合教育会議への報告、総合調整

を行う担当部署（教職員課）等を追記 

３ 計画策定に係る市町村教育委員会の状況等 

 ・ 改正給特法において、都道府県教育委員会に対し、計画の策定・実施に係る市町村教育委員会への指導助言等が努力義務 

化された。 

 ・ これを踏まえ、県教育委員会では県内の市町村教育委員会対象の説明会開催や相談窓口の設置などの取組を行ったとこ

ろ。 

・ 令和８年４月１日時点で県内全ての市町村教育委員会で計画策定済みであることを確認済。 

 

４ その他 

  2027 年以降の「業務量管理・健康確保措置実施計画」については、今年度中に、県教育委員会において策定すること。  



Ⅰ 策定の趣旨

Ⅱ 前プラン（R3～R5）における目標達成状況

【定量的目標】 県立学校の教員の時間外在校等時間の縮減
（目標１）時間外在校等時間月100時間以上の者をゼロ
○ 時間外在校等時間月100時間以上の延人数

（R3）71人→（R4）21人→（R5）7人

（目標２）時間外在校等時間（週休日等の部活動除く）が月45時間
超、年360時間超の者の段階的縮減

【定性的目標】
業務への充実感や、健康面での

安心感の向上

教職員へのアンケート調査で「業務

へのやりがい」、「授業・授業準備への集中

度」、「健康の実感」の各項目における

肯定的実感が、Ｒ5はR3よりも減少。

１ 目標の達成状況等

Ⅲ 学校（教職員）を取り巻く環境変化

１ 少子化の進行と子どもの抱える困難の多様化・複雑化
２ 教育ＤＸの推進とその対応
３ 長時間勤務の教員が多い実態と教員不足

県内の学校全体の働き方改革の実現を目指す

県立学校の取組 県教育委員会の取組

市町村立学校
の取組

市町村教委設定目標の達成プランの目標達成

１学校の取組支援

各市町村教育委員会
のプランに基づき、学校
の実情に応じた取組を実
施。

Ⅳ プランの期間

令和６年度から令和８年度までの３年間

Ⅴ プランの目標

Ⅵ 具体的取組の体系

Ⅶ プランの推進

毎年度、取組の進捗状況や時間外在校等時間の推移を把握し、目標の達成状況を分析の上、プランを着実に推進する。

２ 環境整備 ３ 健康確保

(1)  先進的取組
の普及

(2)  地域・保護者
の理解醸成

(3)  関係団体・
  地域との連携

(1)  チームとして
の学校の推進

(2) 制度等改善

１ 管理職の適切な

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの推進

２教職員の健康管理

３ 学校における

業務改善の推進

４ 学校・教員が担 

う業務の明確化・

適正化の推進

各市町村教育委員
会でプランを定め、市
町村立学校の働き方
改革を推進

・働き方改革事例集
の作成・周知 等

・リーフレットやＨ
Ｐ等の活用により、
地域等に働き方
改革の理解醸成
を促進

・部活動関係団
体、ＰＴＡ、同窓会
等の関係団体へ
の要請

・（拡）学校と地域
をつなぐｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾄ人材の配置を支
援

・（新）法務相談

体制の整備
（ｽｸｰﾙﾛｲﾔｰ）等

(4) 勤務時間の
適正管理

・学校閉庁日の
  設定 等

・部活動指導員配置
・（新）部活動の段  
階的な地域クラブ
活動への移行 等

(3) 部活動の
適正な運営

・（拡）統合型校
務支援システム
の整備 等

・学校のアクションプラ
ンの推進 等

・長時間勤務者の
要因分析の実施 
等

・学校行事等の見
直し 等

・（拡）コミュニティ・ス
クールと地域学校協
働活動の一体的推進
等

○ 定量的目標における（目標１）の結果と定性的目標の結果が相反する結果となっており、負担軽減や業務改善 
の実感を伴った、より実効性のある取組を進める必要がある。

○ 市町村立学校の働き方改革について、取組姿勢等に差があると認識。県内学校全体の働き方改革を推進して
いく観点から市町村の取組の支援について、より一層進めていく必要がある。

２ 次期プラン（本プラン）に向けた主な課題

令和８年度において、以下の項目に係る肯定

的実感が、令和６年度から向上することを目指
す。
（これら実感の変化を把握するため、県立・市町村立学校におけ

る教職員へのアンケートを実施）

時間外在校等時間を教育委員会規則に定める上限（月45

時間、年360時間）内とすることを段階的に実現するため、
プラン期間における目標を次のとおりとする。
[目標１]

時間外在校等時間が月80時間以上の者をゼロにする。

[目標２]
時間外在校等時間(週休日等の部活動指導従事時間を含む)

が月45時間超、年360時間超の者を段階的に縮減する。

市町村教育委員会
の取組

【定量的目標】
県立学校の教員の時間外在校等時間の縮減

【定性的目標】 業務への充実感や健康面での安
心感の向上、教職員のウェルビーイングの確保

【目標に関連するアンケート項目】
・ 授業や授業準備に集中できている
・ 健康でいきいきと業務を行っている
・ 業務にやりがいを感じている
・ 自分の家庭のための時間を十分に確保できている

・ 自分自身の自由な時間を確保できている

（※）ウェルビーイングとは、身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、短期的な幸福のみならず、
生きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸福を含むものである。

アンケート項目 
肯定的回答の割合 

R３ R５ R3→R5結果 

１ 業務へのやりがい 87.6％ 85.2％ △2.4 

２ 授業等に集中 58.4％ 53.3％ △5.1 

３ 健康を実感 57.2％ 50.7％ △6.5 

 

(5)教職員の
ハラスメント対策

・ハラスメントに関
する相談・苦情窓
口の設置 等

(1)  労働安全衛
生体制の確立及 
び効果的活用

・小中学校労働安
全衛生管理研修
会の実施 等

(2)  心とからだ
の健康対策

・（拡）長時間勤務
者への保健指導
の強化（対象者の
拡大） 等

４ 人材確保

(1)  教職の
魅力発信

・（拡）採用説
明会の拡充
（ｵﾝﾗｲﾝｶﾞｲﾀﾞ
ﾝｽの実施）

・（新）ペーパー
ティーチャー対
象説明会開催

(2）受験しや
すい環境整備

・電子申請に
よる受験申込
等

・教職員定数改善
・支援スタッフ充実
・教職員処遇改善
・ICT機器活用推進

・メンタルヘルス相
談窓口設置 等

県教委⇒
市町村立学校

支
援

○ 教職員のこれまでの働き方を見直し、長時間勤務の是正を図ることで教職員の健康
を守ることはもとより、日々の生活の質や教職員人生を豊かにするなど教職員のウェ
ルビーイング（※）を確保するとともに、自らの人間性や創造性を高め、子どもたち
の理解に努めながら、より良い教育を行うことができるようにする。

○ 働き方改革の実現により、岩手の未来を担う大切な子どもたちに、質の高い教育の
持続的提供につなげる。

県教委⇔
市町村教委

連携

具体的取組につい
ての周知及び指導

・勤務環境整備

（全県統一の統合
型校務支援ｼｽﾃﾑ
の導入等）

・市町村教委に対
する研修会の実施

・先進的取組の周
知、働きかけ 等

（新）：本プランからの新規取組
（拡）：前プランから拡充した取組

時間外在校等時間 令和６年度 令和７年度 令和８年度 （※）R7及び R8
については、 
「令和５年度実績
より減少」の目標
を加える。 

月 45 時間超 前年度（R5年度）

実績より減少 

前年度（R6年度）

実績より減少※ 

前年度（R7年度）

実績より減少※ 年 360時間超 

 

時間外在校等時間 令和３年度実績 令和４年度実績 令和５年度実績 

月４５時間超 
(目標) ４．８％ 

(実績) ８．３％ 

(目標) １．９％ 

(実績) ８．４％ 

(目標)   ゼロ 

(実績) ６．５％ 

年３６０時間超 
(目標)１４．３％ 

(実績)２２．８％ 

(目標) ５．７％ 

(実績)２６．３％ 

(目標)   ゼロ 

(実績)２２．６％ 

 

☆ 一部改訂：プランの根拠（給特法に基づく計画）を明記

※国指針該当：措置の内容（具体的取組）

※国指針該当：その他必要な事項（目標の達成状況の把握方法など）明記
☆一部改訂： 総合調整を行う担当部署（教職員課）及び計画の実施状況等の

  総合教育会議への報告等を明記

☆一部改訂：努力目標の追加

【努力目標】

令和８年度の１箇月時間外在校等時
間の平均時間を25時間程度とする

※国指針該当：達成しようとする目標

☆一部改訂:
①現行プランに未記載の新たな取組や拡充する
取組を追記

②現行プランに規定されている取組内容が国が
示した「学校と教師の業務の３分類」にも対応
した取組であることを明記

学習状況調査のＣＢＴ化、生成AIの活用、教員採用選考
方法の見直し等

【凡例】※：国指針該当箇所
   ☆：一部改訂個所 岩手県教職員働き方改革プラン（2024～2026）の概要
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